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  国立大学法人九州大学総長選考等規則 

施  行：平成１７年 ３月 １日 

最終改正：令和 ７年 １月２３日 
（平成１７年３月１日総長選考会議決定） 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第１２条第２項の規定に基 

づき、九州大学総長選考・監察会議（以下「選考・監察会議」という。）が行う総長候補者の

選考等に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （資格） 

第２条 総長候補者となることができる者は、人格が高潔で、学識が優れ、かつ、大学における 

教育研究活動を適切かつ効果的に運営することができる能力を有する者とする。 

２ 選考・監察会議は、総長の選考に際し、あらかじめ、前項の規定に基づく九州大学総長に求

められる具体的な資質・能力、使命、取り組むべき課題等を提示するものとする。 

 （選考時期） 

第３条 選考・監察会議は、次の各号のいずれかに該当する場合は、総長候補者を選考する。 

 (1) 総長の任期が満了するとき。 

 (2) 総長が辞任を申し出たとき。 

 (3) 総長が欠員となったとき。 

 (4) 選考・監察会議が解任の申出を行ったとき。 

２ 選考・監察会議は、前項第１号の場合においては、任期満了の日の２月前までに選考を終了

するものとし、同項第２号から第４号までの場合においては、文部科学大臣が申出を受理した

日又は欠員となった日から１月以内に選考を開始するものとする。 

 （選考手続） 
第４条 総長候補者の選考の手続は、経営協議会（以下「協議会」という。）及び教育研究評

議会（以下「評議会」という。）からの候補者の推薦、所信表明、学内意向聴取及び選考・

監察会議における第一次選考、最終選考による。 
２ 選考・監察会議は、総長候補者の選考を行う場合は、選考日程を定め、当該日程を公示す

る。 
 （候補者の選考及び推薦） 
第５条 選考・監察会議は、前条第２項の公示後直ちに、協議会及び評議会に対し、それぞれ

５人以内の候補者の推薦を求める。 
２ 協議会及び評議会から推薦する候補者は、重複することができる。 
３ 第１項の推薦の期限は、選考・監察会議が推薦を求めた日の翌日から起算して原則５０日

以内（国立大学法人九州大学就業通則（平成１６年度九大就規第１号）において定められた

休日（以下「休業日」という。）の日数は算入しない。）とする。 
第６条 協議会は、協議会の各委員により推薦された者のうちから前条の候補者を選考する。 

２ 前項の推薦に当たり、一の委員は、複数の者の推薦人となることはできない。 

３ 九州大学経営協議会規則（平成１６年度九大規則第５号）第２条第１項第１号から第４号ま

での委員は、本学に所属する者以外の者のみを推薦することができる。 

４ 第１項の選考は、協議会の委員の合議により行う。ただし、合議により候補者を決定するこ

とができなかったときは、次条第３項及び第４項の規定を準用して候補者を決定することがで

きる。 

第７条 評議会は、本学の病院長及び専任の教員（九州大学学則（平成１６年度九大規則第１

号）第２２条に規定する教員をいう。以下同じ。）２０人の連名により推薦された者のうち

から第５条の候補者を選考する。 
２ 前項の推薦に当たり、病院長及び一の教員は、複数の者の推薦人となることはできない。 
３ 第１項の選考は、評議会の評議員の投票により行う。この場合において、評議員は、候補
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者として適当と認める者２人以内を投票するものとし、当該投票は無記名投票とする。 
４ 前項の投票により有効投票を得た者のうちから得票順に候補者を決定する。 
第８条 第６条第１項及び前条第１項の推薦は、別に定める推薦書の提出により行う。 
第９条 第６条第４項ただし書及び第７条第３項の選考日当日、自ら投票することができない

委員又は評議員は、不在者投票を行うことができる。 
第１０条 協議会及び評議会の議長は、候補者を決定したときは、速やかに、その旨を候補者に 

通知しなければならない。 

第１１条 前条の候補者は、辞退することができる。この場合において、候補者は、決定された

日の翌日から起算して５日間以内（休業日の日数は算入しない）に当該候補者を選考した協議

会又は評議会の議長に辞退する旨を申し出なければならない。 

２ 評議会の候補者が前項の規定により辞退したときは、評議会の選考において次位となった者

を得票順に補充することができる。 

第１２条 前条第２項により補充された者に係る通知及び辞退の取扱いについては、第１０条及

び前条第１項の規定に準じて行う。 

２ 前条第２項の規定により補充された者が、前項の規定により辞退した場合は、あらためて補

充を行わない。 

第１３条 協議会及び評議会の議長は、候補者を確定したときは、速やかに、候補者に係る第８

条の推薦書を添えて選考・監察会議の議長に推薦しなければならない。 

 （所信表明等） 
第１４条 選考・監察会議は、協議会及び評議会から候補者の推薦があった場合は、同日中に、

候補者に別に定める所信表明書及び履歴書の提出を求める。 
２ 所信表明事項は、本学の将来構想、教育・研究・社会貢献・国際貢献、大学経営等に関す

ることとする。 
３ 第１項の所信表明書及び履歴書の提出時期は、提出を求めた日（以下「提出依頼日」とい

う。）の翌日から起算して１４日以内（休業日の日数は算入しない）とする。 
４ 候補者は、所信表明書の作成に当たっては、必要な情報を大学に求めることができる。 
５ 選考・監察会議は、提出依頼日の翌日から起算して１５日目（休業日の日数は算入しない）

に、候補者の氏名を五十音順に公示するとともに、所信表明書、履歴書及び第８条の推薦書

並びに推薦機関（協議会又は評議会をいう。）を公開する。 
６ 選考・監察会議は、本学の職員から所信表明書の内容に対する質問を募り、当該質問を各

候補者にそれぞれ通知する。この場合において、質問を募る期間は、前項の公開の日の翌日

から７日間（休業日の日数は算入しない。）とし、各候補者への通知は、次項の所信を表明

する機会の実施日の４日前（休業日の日数は算入しない。）までに行うものとする。 
７ 選考・監察会議は、所信表明書の公開のほか、候補者が本学の職員に対し所信を表明する

機会（以下「総長選考・監察会議所信表明会」という。）を設ける。この場合において、総

長選考・監察会議所信表明会は、学内意向聴取の実施日の１週間前までに実施するものとす

る。 
８ 所信表明等（所信を明記した文書の配布及び掲示並びに所信を表明する機会への参加その

他これらに類する行為をいう。）は、第５項の公開及び総長選考・監察会議所信表明会以外

の方法により行うことができない。 
 （学内意向聴取） 
第１５条 選考・監察会議は、協議会及び評議会から候補者が２人以上推薦された場合は、当

該候補者について、学内意向聴取を行う。 
２ 学内意向聴取はインターネットを活用した電子投票により行うものとし、投票資格者は、

次の各号に掲げるとおりとする。 
 (1) 総長及び専任の理事 

 (2) 病院長並びに専任の教授、准教授、講師及び助教 
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 (3) 事務・技術系職員のうち専任の課長補佐相当職以上の者 
３ 学内意向聴取は、単記無記名投票により行う。 
 （管理委員会） 
第１６条 学内意向聴取は、選考・監察会議が管理する。この場合において、選考・監察会議

に学内意向聴取に関する事務を行うため管理委員会を置く。 
２ 管理委員会は選考・監察会議の議長が指名した選考・監察会議の委員から構成し、具体的

な任務その他の必要な事項については、選考・監察会議の議長が選考・監察会議に諮って定

める。 
 （第一次選考） 
第１７条 選考・監察会議は、第一次選考として、所信表明書・所信表明会の内容等を踏まえ、

学内意向聴取の結果を参考情報とし、合議により最終選考の候補者を決定する。合議により

決定することができなかった場合は、選考・監察会議委員による単記無記名投票を実施する。

第一次選考においては、協議会から推薦された候補者及び評議会から推薦された候補者のう

ちから、それぞれ少なくとも１名は最終選考の候補者とする。 
２ 選考・監察会議は、前項の規定により候補者を決定したときは、速やかに、当該候補者の

氏名を五十音順に公示する。 
 （最終選考） 
第１８条 選考・監察会議は、委員の３分の２以上が出席した選考・監察会議において、総長

候補者を決定する。 
２ 最終選考に当たっては、あらかじめ、選考・監察会議において、前条第１項に規定する候

補者に対しヒアリングを実施する。 
３ 最終選考は、合議により行う。ただし、合議により総長候補者を決定することができなか

ったときは、選考・監察会議の委員による単記無記名投票を行い、有効投票の過半数を得た

者を総長候補者として決定する。 
４ 前項ただし書の投票において、有効投票の過半数を得た者がいないときは、得票多数の者

上位２人について、再度、単記無記名投票を行い、有効投票の過半数を得た者を総長候補者

として決定する。 
５ 前項において、得票多数の者上位２人を一意に決めることができない場合は、合議により

上位２人を決定する。ただし、合議により決定することができなかったときは、選考・監察

会議の委員による単記無記名投票を行い、得票多数の者上位２人を上位２人とする。 
６ 前項ただし書きの投票において、得票多数の上位２人を一意に決めることができない場合

は、議長が上位２人を決定する。 
７ 第４項の投票において２人の有効投票の数が同数のときは、議長が当該２人のうちから総

長候補者を決定する。 
８ 選考・監察会議は、総長候補者を決定したときは、速やかに、総長に対し総長候補者の氏

名を報告するとともに、総長候補者の氏名、選考理由、所信表明書及び履歴書を公表する。 
 （選考・監察会議委員の辞任） 

第１９条 選考・監察会議の委員は、第１３条の規定により候補者として推薦された場合には、

当該委員の職を辞任する。 

 （解任の申出等） 

第２０条 選考・監察会議は、総長が次の各号のいずれかに該当するときは、文部科学大臣に総

長の解任を申し出る。 

(1) 心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認められるとき。 

(2) 職務上の義務違反があるとき。 

(3) 職務の執行が適当でないため本学の業務の実績が悪化した場合であって、総長に引き続き  

職務を行わせることが適当でないと認めるとき 

(4) その他総長たるに適しないと認めるとき。 
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２ 選考・監察会議は、前項各号のいずれかに該当するものとして、次の各号に定める方法に

より請求があったときは、総長解任の審議を行う。 

(1) 選考・監察会議委員の３分の１以上の連署。 

(2) 協議会又は評議会の議決。 

３ 前項の請求は、総長を解任すべき事由を記載した書面により行う。 

４ 選考・監察会議の議長は、第２項の総長解任の請求があったときは、速やかに選考・監察

会議を招集する。 

５ 総長の解任を審議する選考・監察会議は、委員の３分の２以上が出席しなければ開会する

ことができない。 

６ 選考・監察会議は、総長解任について判断するために必要な調査をすることができる。 

７ 選考・監察会議は、総長解任の審議を行うにあたり、総長に対し、書面又は口頭による弁

明の機会を与えなければならない。 

８ 選考・監察会議における総長解任の議決は、議長を含む出席者の３分の２以上の多数で決

する。 

 （雑則） 

第２１条 この規則の改正は、委員の３分の２以上が出席した選考・監察会議において、出席者

の過半 数の賛成を必要とする。 

２ この規則に規定するもののほか、この規則の実施に関し必要な事項は、選考・監察会議の議

長が選考・監察会議に諮って定める。 

   附 則 

 この規則は、平成１７年３月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２０年１月２８日から施行する。 

附 則 
 この規則は、平成２４年１月１９日から施行する。 
   附 則 
 この規則は、平成２６年３月１８日から施行する。 
   附 則 

 この規則は、平成２６年４月１７日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２７年１月２２日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、令和２年３月１９日から施行する。 

附 則 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 国立大学法人九州大学総長解任の申出に関する規則（令和２年９月１８日総長選考会議

決定）は廃止する。 

 附 則 

 この規則は、令和５年１月２４日から施行する。 

 附 則 

 この規則は、令和６年１月１１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、令和７年１月２３日から施行する。 


